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技術政策を総合的に研究する

国土技術政策総合研究所長 木村 嘉富

１．総合研究所と分野間連携の視点 

 国総研が発足した平成13年４月１日、私は、独

立行政法人化した土木研究所の研究企画課長と

して着任しました。当時は、独立行政法人という

新しい組織形態をどのように活用していくのか

で手一杯で、国総研については、国土技術政策総

合研究所という長い名前、土木研究所と建築研究

所、港湾空港技術研究所が一体となって新しく

作られた研究所くらいのイメージしか無かった

のを覚えています。 

 国総研については、平成13年６月に開催された

設立記念シンポジウムにおいて、目指すべき方向

性や期待するものが議論されています１）。その中

では、「国総研が国という看板を背負っている研

究所であるがゆえに出来ることがたくさんある。

技術基準をつくるなど技術に関する政策を決め

ていく。その際、従来的な技術基準をきっかり決

めるのではなく、もう少し視点を広く持って、国

土技術の向上のための政策という視点で決めて

いくことが大切である」等の意見が寄せられてい

ます。また、今後直面する課題を解決するために

は、母体となった３つの研究所をつなぐ横串の役

割を果たし、特定の分野だけでなく幅広い分野が

総合的に取り組む必要がある、としています。 

これを受けて、国総研では、異なる分野が連携

して取り組む研究としてプロジェクト研究を設

け、取り組んできました。また、分野横断的な組

織として、防災減災研究推進本部等５つの横断本 

部を設けています。 

分野横断的な活動が横串力を発揮して成果を

生み出すためのポイントについては、藤田光一氏

が研究総務官時代に次の３つを示しています２）。 

①対象の全体像・構図を描き、位置づけを明確に

しながら課題特定と取り組み検討を行うこと。 

②達成したいことから逆算して種々の取り組み

を配すること

③横軸が成果を生むための大前提として、縦軸す

なわち各分野の技術がどっしり大地（現場）に

根を張っていること。 

現在、国総研で各分野が連携して取り組んでい

るテーマの一つに流域治水があります。表は、令

和３年度の研究評価委員会３）に提出した資料の

一部です。流域治水への転換を実現させるために

は、気候変動の影響や社会状況の変化等を踏まえ、

あらゆる関係者が協働して流域全体で取り組 

む必要があり、国総研でも政策展開および現場実

装をささえる研究開発を実施しています。 

写真

（写真ﾃﾞｰﾀの貼り付けは不

要）

表 流域治水に関する国総研の研究開発 
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表が示すように、対策

の視点・実現したい姿

の観点から、氾濫をで

きるだけ防ぐ、減らす

対策、被害対象を減少

させるための対策、被

害の軽減、早期復旧・

復興のための対策の

３つの視点で整理し

ています。これらを実

現させるために必要

なハード・ソフトの技

術について、関係研

究部が分担・連携し

て取り組んでいることを示しました。 

 

２．技術政策の視点 

直面する課題を解決する、あるいは、望ましい

姿を実現するためには、技術基準は重要なツール

ですが、それだけでは実現できません。まして、

一つの技術開発や特定の研究のみでは達成でき

ず、それを使いこなす技術力や幅広い関係者が参

画する仕組み作りも不可欠です。様々な関係者の

視点からの取り組みが求められます。これが、技

術政策といえます。 

図は、道路構造物分野の保全体制を改善するた

めのロードマップ（案）です。国総研発足後から、

国総研の橋梁担当者を中心に、道路局の担当者も

巻き込んで議論してきていたもので、現時点版の

ものです。構造物の保全に関する技術というと、

UAV等の点検技術や非破壊検査技術、健全性を評

価する診断技術、損傷原因や進行状況に応じた補

修補強技術が思い浮かびます。これらの技術はい

ずれも重要な技術ですが、これらのみで解決でき

るのではなく、点検制度化等のメンテナンスサイ

クルの確立や膨大な構造物を合理的に管理する

ためのアセットマネジメント、必要な技術開発支

援や現場での導入の仕組み、そして何よりそれら

を使いこなせるエンジニアの技術力等、総合的に

取り組む必要があります。 

このため、図に示すように課題を解決するため

の六つの軸を設定し、時間軸・フェーズによって

その取り組みの深化を図ってきました。そこでは、

国総研が担う事項の他、本省や地域技術拠点の取

り組みも示しています。特定の要素技術に関する

研究開発を行うのみでなく、そもそも課題を解決

するための総合施策を意識し、その中核となる技

術開発を担おうという国総研の姿勢が示されて

います。 

 

 国総研は、各分野の専門家が連携して幅広い視

点で研究に取り組むと共に、その成果を実装させ

て社会課題を解決し、目指す姿を実現するために、

関係機関とともに総合的な取り組みを行ってき

ています。名は体を表すとおり、技術政策を総合

的に研究する所なのです。 

詳細情報はこちら 

1) 国土技術政策総合研究所シンポジウム報告書、国総研

資料第１号、2001.6. 

2) 藤田光一：縦軸・横軸の織り込み強化で防災・維持管

理・環境研究の結実をより大きく、国総研レポート2014. 

3) 令和３年度国土技術政策総合研究所研究評価委員会報

告書、国総研資料第1187号、2022.1. 

図 道路構造物分野の保全体制改善ロードマップ（案） 

・損傷事例集

ＢＭＳ

劣化曲線
を策定

主な損傷の劣化曲
線集の公開（国総
研資料）

◆メンテナンスサイクルと
点検体系の最適化

◆現状把握システムの最適化

◆維持管理標準

◆エンジニアの
技術力確保

◆道路橋の
アセット・マネジメント

Ｈ１６点検要領

スマート・ロードインフ
ラ・メンテナンス・マネ
ジメントの戦略 ◆災害支援

◆不具合支援
Tec-Force
として支援

現場リスクの改善
維持管理の適正化
点検方法の合理化

道路メンテナンス会議
・自治体との連携
・法定点検の確実な履行
・現場リスクの改善

地域データの集約
地域傾向、特徴の把握

研修及び試験の実施

技術相談

Tec-Force制度

・損傷事例集

点検要領改定

・特定点検
・ＰＣ間詰コン
・基礎の洗掘
・鋼床版
・埋込み部材
・パイルベント橋脚
・引張り材

メンテナ
ンス年報

点検・診断・措
置の実施状況
の提供

総合管理指標
の開発

・総合管理指
標の公開（国
総研資料）

突発的致命的
損傷の把握

全国道路橋データベース

・道路施設
の諸元等

既設橋の性能の
評価体系の基準
（状況＜状態）

・検査路等設置要網
・事例集

ＯＪＴ

研修
・再編成
・体系化

法定点検研修テ
キストの公開（国
総研資料）

点検必携

直轄診断

橋梁検査路
・箇所と構造

テーマ
設定型

耐久性能の部分係数

工事・保全ライン
の確立

ＮＥＴＩＳ運用

非破壊検査等
の性能評価法
の策定

・性能試験（国総研資料）
・表面被覆工

◆新技術

長寿命化修繕計画策定
ガイドライン案の開発

個別施設計画策定補助制度

長寿命化計画
・将来予測

・個別施設の老朽化リスク
の改善

・橋梁担当者会議
・症例検討会
・地域支援機関

道路のリスク

アセスメント手法
の開発

EBPM, DX、xRoad

データの一元化、

フォーマットの統一、
道路橋ＩＤ

H29の道示の改定

損傷情報の共有
地域への技術支援
修繕設計の研修コース創設

国家資格
研修テキスト作成、
講師派遣

支援機器
カタログ

Ｈ３１点検要領

既設橋の性能評価
基準との融合
（状況＜状態）

監視ガイドライン

様々な状態把握方法を
組み合わせることによる
点検の質の向上と
作業の省力化の両立

既設構造物も含めた

構造物の性能規定
体系の充実

導入促進機関
の指定

法定点検化

道路リスクアセスメント
要領

笹子トン
ネル事故

ガイドライン改定
新技術評価
ガイドライン

道路のサービス
レベルの区分

・画像処理技術
を用いた常時監
視システム（国
総研資料）

特定点検の充実

地公体の措置支援

適宜、更新

・道路橋点検必携
・付属物点検必携

講師派遣、問題作成

直轄修繕代行

Tec-Forceとして支援
・地域の要請
・中央との橋渡し
・中央との連携
・情報収集

地域技術支援

・地域レベルでの技術
支援、知見の還元
・現場リスクの改善

点検における品質
確保
発生事象への対応

整備局要領への反映
新技術評価会議の運営
地域の産学との連携

国総研の成果

国総研の活動

凡例 本 省

地域技術拠点

フェーズ２（H26～R5）
トンネル天井板事故を契機とし
たメンテナンスサイクルの定着

フェーズ１（H14～25）
三大損傷への対応

フェーズ３（R6～）
法定点検３巡目・データに基づく
マネジメントの高度化
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